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はじめに 
全ての子供は、かけがえのない存在であり、社会の宝です。子供が健やかに成長してい

くことは、いつの時代も社会全体の願いであり、豊かな未来の実現に向けて最も大切なこ

とです。 

しかしながら、子供が生きる環境の中で、いじめの問題が大きく取り上げられ、また、

現実にいじめが起こっていることについて、社会全体が悲痛な思いをしています。 

いじめは、人権にかかわる問題であり、命の尊厳にかかわる問題です。どのような理由

があろうと決して許される行為ではありません。また、子供の世界は社会を映す鏡とも言

われます。いじめの問題は、安全・安心な社会をいかにしてつくるかという、学校を含め

た社会全体の問題です。 

 子供をいじめから守るためには、浜松市民全員が、「いじめは絶対に許されない」「いじ

めは卑劣な行為である」「いじめはどの子供にも、どこでも起こりうる」といった意識を持

ち、それぞれの役割と責任とを自覚しなければなりません。私たちは様々な人間関係上の

諸問題に対し、誰もが真摯に向き合い、「いじめのない環境をつくり出す推進者」であるこ

とを自覚する必要があります。 

平成２５年９月、社会総がかりでいじめの問題に対峙するため、いじめ防止対策推進法

（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）が施行されました。法第１２条の規定

に基づき、法の趣旨を踏まえ、国の「いじめの防止等のための基本的な方針」(平成２５年

１０月１１日文部科学大臣決定。以下「国の基本方針」という。)を参酌して、浜松市にお

けるいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するために、平成２６年３月

「浜松市いじめの防止等のための基本的な方針」(以下「市いじめ防止基本方針」という。)

を策定し、変化する時代を背景に平成２９年４月に改定しました。しかし、令和４年３月

に「浜松市いじめ問題再調査委員会」より、「市いじめ防止基本方針」の内容について、

「いじめの重大事態の組織を見直すこと」や「点検と見直しが確実に行えるような体制を

整備するよう改定を行うこと」という提言が出されました。この提言を真摯に受け止め、

今後、深刻ないじめ被害が起こらないように、又いじめの未然防止、いじめの早期発見・

早期対応に取り組んでいくために、「市いじめ防止基本方針」の改定を行いました。 

 浜松市では「市民協働による未来創造への人づくり」を掲げ、未来を創っていく子供た

ちを、子供たちを取り巻く大人が力を合わせて育てていくことを教育理念としています。 

保護者や地域住民等との連携の下、子供の尊厳を脅かすいじめが、いつでも、どこでも、

いずれの子供にも起こり得るものであるとの共通の理解をもって真摯に向き合い、 

〇全ての子供たちが、安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組むことができ、学校 

の内外を問わず、いじめが行われなくなるようにすること 

〇全ての子供たちがいじめを行わず、いじめを認識しながら放置することがないこと 

〇いじめが、いじめを受けた子供たちの心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為である 

ことを子供たちが十分に理解できること 

を目指し、いじめの防止等の取組を推進していきます。 

令和４年９月 

浜  松  市 
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第 1 いじめの防止等のための基本的な考え方 

 子供は人と人との関わりの中で、自己の特性や可能性を認識し、また、他者の長所等を

発見します。互いを認め合い、誰もが安心して生活できる場であれば、子供は温かく優し

い人間関係の中で伸び伸びと生活できます。 

しかし、ひとたび子供の生活の場に、他者を排除するような雰囲気が生まれると、その

場は安全な居場所ではなくなり、いじめを発生させる要因にもなりかねません。子供にと

って、いじめは健やかな成長を阻むだけでなく、将来に向けた希望を失うなど、深刻な影

響を与えるものと受け止める必要があります。 

 

１ いじめの定義 

 

 

 

 

 

 

いじめの表れとして、以下のようなものが考えられます。 

〇冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 

〇仲間はずれ、集団による無視をされる。 

〇軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。 

〇ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 

〇金品をたかられる。 

〇金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 

〇嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 

〇パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる。 等 

 

個々の行為がいじめに当たるか否かの判断は、表面的・形式的なものではなく、被害者

である「いじめを受けた子供の立場」に立つことが必要です。また、いじめに該当するか

どうかを判断する際に、「心身の苦痛を感じているもの」だけでなく、本人の表情や様子の

観察、本人が気付いていなくても、その子が「いじめられている状況にないか」という視

点で、トラブルも含めて周辺の状況等を客観的に確認することも必要です。けんかやふざ

け合いであっても、見えないところで被害が発生している場合もあるため、背景にある事

情の調査を行い、子供の感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断します。

なお、いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、法第２２条の学校のいじめ対

策組織(以下「校内いじめ対策委員会」という。)を活用して行い、事案について「校内い

じめ対策委員会」で情報共有をしていきます。 

また、いじめの中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められ、早急に警察に相

談することが必要なものや、子供の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるような、直

ちに警察に通報することが必要なものが含まれます。これらについては、教育的な配慮や

 いじめとは、学校に在籍する「児童又は生徒(以下「児童等」という。)に対して、当

該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児

童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為(インターネットを通じて行われるも

のを含む。)であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」

をいいます。「法第２条第１項」 
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被害者の意向に配慮した上で、早期に警察に相談・通報の上、警察と連携した対応を取り

ます。 

 

２ いじめの理解 

 いじめは、どの子供にも、どこでも起こりうるものです。とりわけ、嫌がらせやいじわ

る等の「暴力を伴わないいじめ」は、多くの子供が入れ替わりながら被害も加害も経験し

ます。また、「暴力を伴わないいじめ」であっても、何度も繰り返されたり多くの者から集

中的に行われたりすることで、「暴力を伴ういじめ」とともに、生命又は身体に重大な危険

を生じさせます。 

 加えて、いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、学級や部活動等の所属集団に

秩序がなかったり、所属集団が閉鎖的だったりする問題があります。また、「観衆」として

はやし立てたり面白がったりする存在や、周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存

在にも注意を払い、集団全体にいじめを許さない雰囲気が生まれるようにすることが必要

です。 

 

３ いじめの防止等に関する基本的考え方 

いじめについては、全ての子供を対象とした対応が求められます。いじめが起きている

とき、いじめを受けている子供の心や体が傷ついています。周囲にいる人々の心が傷つく

こともあります。いじめという行為は許されませんが、不安や悩みからいじめを行ってし

まう子供や、いじめを行ったことで後悔や罪悪感を抱き、傷つく子供もいます。また、い

じめを行った子供といじめを受けた子供が入れ替わってしまうこともあります。いじめが

深刻になればなるほど、その解消は難しくなります。集団が荒れている雰囲気をもってい

るときには、いじめに気付かない場合も生まれます。 

いじめの未然防止には、いじめが起こらない人間関係を構築していくことが求められま

す。市民が一丸となって、心の通い合う温かで優しい人間関係を築き、いじめをしない、

いじめを許さない、いじめに立ち向かう子供を育てていきます。 

また、いじめはできるだけ早期に発見し、適切に対応することが重要です。学校は地域

や家庭と一体となって、子供の健やかな成長を見守り、いじめを認知した場合は、協力し

て一刻も早い解消に向けて取り組んでいきます。 

 

(1)いじめの未然防止 

全ての子供を、いじめに向かわせることなく、心の通う対人関係を構築できる社会性の

ある大人へと育み、いじめを生まない土壌をつくるために、また、いじめに立ち向かう勇

気をもち、規範意識のある大人へと育むために、関係者が一体となった継続的な取組が必

要です。 

このため、学校は教育活動全体を通じ、次の点に取り組みます。 

①全ての子供に「いじめは決して許されない」ことの理解を促し、子供の豊かな情操や 

道徳心、自分の存在と他人の存在を等しく認め、お互いの人格を尊重し合える態度な 

ど、心の通う人間関係の素地を養うこと。 

②いじめの背景にあるストレス等の要因に着目し、その改善を図り、ストレスに適切に 
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対処できる力を育むこと。 

③全ての子供が安心でき、自己有用感や充実感を感じられる学校生活づくりを行うこ 

と。 

④いじめの問題への取組の重要性について市民全体に認識を広め、地域、家庭と一体と 

なって取組を推進するための普及啓発に努めること。 

 

(2)いじめの早期発見 

いじめの早期発見は、いじめへの迅速な対処の前提です。いじめの早期発見のためには、

本人の訴え、教職員自身の気付き・発見、周囲の子供たちや地域からの情報の受け止めが

重要です。 

子供たちがＳＯＳを発信できるようにすること、いじめのサイン(子供たちからのＳＯ

Ｓ)は、いじめを受けている子供からも、いじめを行っている子供からも出ていることを教

職員が認識し、サインに気付けるようにすること、そのどちらも必要です。いじめはどの

子供にも、どこでも起こりうるものであるとの観点から、学校、地域、家庭が一体となっ

て子供を見守る体制を整え、子供のささいな変化に気付く力を高め、早期発見に努めます。 

①いじめは大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることを認識し、ささいな兆候 

であっても、いじめではないかとの疑いを持って、早い段階から的確に関わりを持 

ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく積極的にいじめを認知する。 

②学校や教育委員会は、定期的なアンケート調査や教育相談の実施、電話等相談窓口の 

周知等により、子供がいじめを訴えやすい体制を整え、訴えは真摯に受け止める。 

③学校や教育委員会は、地域、家庭と連携して、子供を見守る。 

 

(3)いじめへの対処 

教職員は平素より、いじめを把握した場合の対処の在り方について、理解を深め、具体

的な対応方針やいじめを受けた子供への支援・いじめを行った子供や周囲の子供への指導

計画を立てたり、体制を整備したりします。そして、いじめを確認した場合には、次のよ

うに対応します。 

①学校は直ちにいじめを受けた子供やいじめを知らせてきた子供の安全を確保し、詳細 

を確認した上で、いじめを行ったとされる子供から事情を確認し、適切に指導する等 

組織的な対応を行う。 

②学校は家庭や教育委員会へ連絡・相談するとともに、事案に応じ関係機関と連携す 

る。 

③学校は、「子供の健やかな成長」を願って支援・指導する。 

④学校は、「校内いじめ対策委員会」を中心に、事案への対応について未然防止、早 

期発見、早期対応の視点から点検し、成果と課題を明らかにする。 

⑤学校は、明らかになった課題について、未然防止、早期発見、早期対応の視点から改 

善策を立てる。 

 

(4)地域や家庭との連携 

社会総がかりで子供を見守り、健やかな成長を促すため、学校関係者と地域、家庭が連 
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携した対策を推進します。 

①ＰＴＡや地域の関係団体等と学校関係者がいじめの問題について協議する機会や保護 

者がいじめについて学ぶ機会を設ける。 

②学校運営協議会(コミュニティ・スクール)制度を活用する。 

③より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるようにするため、学校 

と地域、家庭が組織的に連携・協働する体制を構築する。 

 

(5)関係機関との連携 

いじめの問題への対応において、学校や教育委員会は関係機関と適切に連携することが 

必要であり、そのためにも平素から情報共有体制を構築しておきます。 

①関係機関は、警察、児童相談所、医療機関、法務局等の人権擁護機関、都道府県私立 

学校主管部局などとする。 

②学校や教育委員会は、学校以外の相談窓口として、教育総合支援センター、少年サポ 

ートセンター、法務局等について、子供や保護者に周知する。 
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第２ 浜松市のいじめの防止等のための対策 

１ 浜松市の役割 

 いじめの防止対策等について必要な措置を講じます。また、地域をはじめ学校における

いじめの未然防止や早期発見、いじめが発生した際の早期対応、組織的な取組等が図られ

るよう必要な指導や支援を行います。 

〇「浜松市いじめの防止等のための基本的な方針」を策定する。 

〇「浜松市いじめ問題対策連絡協議会」を設置する。 

〇教育委員会から提出される調査依頼書に基づき調査を行い、いじめの事実関係の確 

認や学校の対応の検証を行う「いじめ調査委員」を設置する。 

〇法第１４条第３項に規定する、重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を 

行う教育委員会の附属機関(浜松市いじめ問題第三者委員会。以下「第三者委員会」 

という。)を設置する。 

※詳細については、「第３ 重大事態への対処」に記載 

 

(1)「浜松市いじめの防止等のための基本的な方針」（「市いじめ防止基本方針」）の策定 

国の基本方針と学校いじめ防止基本方針の結節点となり、各学校のいじめの防止等の取

組の基盤となる「市いじめ防止基本方針」を策定します。 

①いじめの防止等の対策の基本的な方向を示す。 

②いじめの未然防止や早期発見、いじめへの対処が、浜松市において体系的かつ計画的

に行われるよう、講じるべき対策の内容を具体的に記載する。 

③いじめの防止等に係る日常的な取組の検証・見直しを図る仕組みを定める。 

④いじめの防止に資する啓発活動や教育的取組を具体的に定める。 

⑤より実効性の高い取組を実施するため、「市いじめ防止基本方針」が、「浜松市の実情 

に即して適切に機能しているかを点検し、必要に応じて見直す」というＰＤＣＡサイ 

クルを盛り込む。  

  

(2)「浜松市いじめ問題対策連絡協議会」の設置 

 「浜松市いじめ問題対策連絡協議会」を要綱で設置し、関係機関及び諸団体との連携を 

図ります。 

①学校、教育委員会、児童相談所、地方法務局、警察等で構成する。 

②連絡協議会での関係機関及び諸団体との連携が、学校や地域におけるいじめの防止等

に活用されるように、「市いじめ防止基本方針」の点検と見直しなどに取り組む。 

 

(３)「いじめ調査委員」の設置 

 専門知識を有する第三者が、いじめ重大事態につながるおそれのある事案を調査するこ

とにより、いじめを受けた子供やその保護者等の信頼を確保するとともに、事態を客観的

に把握し、問題が複雑化、長期化することを防ぐために、「いじめ調査委員」を設置します。

「いじめ調査委員」の活動内容は次の通りです。 

 ①学校及び教育委員会が認知したいじめのうち、重大事態につながるおそれのある事案 
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等について調査を行い、その結果を教育委員会に対し報告する。 

 ②調査は１件につき複数の委員が担当し、収集した資料調査及び必要に応じて学校関係 

者、当事者などの聴き取り調査を行う。 

 

(４)教育委員会の附属機関（「第三者委員会」）の設置 

法第１４条第３項に基づき、専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り、公

平性・中立性が確保される附属機関(「第三者委員会」)を設置します。「第三者委員会」の

機能は次の通りです。 

①教育委員会の諮問に応じ、「市いじめ防止基本方針」に基づくいじめの防止等のため 

の調査研究等、有効な対策を検討するための専門的知見からの審議を行う。 

②学校におけるいじめの重大事態の事案について、教育委員会の諮問に応じて、第三者 

機関として調査を行う。 

 

２ いじめの防止等のための対策 

(1)浜松市（地方公共団体）としての対策 

①いじめの防止等のための対策を推進するために必要な財政上の措置その他の人的体制 

の整備等の必要な措置を講じる。 

②いじめに関する通報及び相談を受け付けるための体制を整備する。 

  ア いじめの通報・相談を受け付ける体制整備・周知 

   （教育総合支援センター、家庭児童相談室、いじめ相談専用ダイヤル及びＩＣＴを 

活用した相談体制の整備） 

  イ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置 

③いじめの防止等の対策が適切に行われるよう、関係機関、学校、家庭、地域社会及び 

民間団体の間の連携を強化する。 

 ④保護者を対象とした啓発・周知活動の充実を図り、相談窓口の設置など家庭への支援 

を行う。相談窓口について、子供及び保護者への周知を徹底する。 

（青少年育成センター） 

 ⑤いじめを含む人権啓発資料を作成したり研修会や講座等を開設したりして、保護者や 

家庭、地域の人権感覚を養い、適切に子供を指導できるよう支援する。 

（人権啓発センター） 

⑥幼児期の教育において、相手を尊重する気持ちを醸成する取組を促進する。 

 ⑦情報モラル教育の実施など、インターネット上のいじめ事案に対処する体制を整備す 

る。 

 ⑧いじめが子供の心身に及ぼす影響、いじめを防止することの重要性、いじめに係る相 

談制度又は救済制度等について必要な広報その他の啓発活動を行う。 

 ⑨重大事態への対処（法第２８条による対処） 

   ア 市長は、法第２８条に定める「重大事態」発生の報告を受け、当該報告に係る重 

   大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認 

めるときは、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、教育委員会又は学校に 

よる調査の結果について調査を行うことができ（法第３０条第２項）、調査を行っ 
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たときは議会に報告する（法第３０条第３項）。 

   イ 市長及び教育委員会は調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、当該

調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために

必要な措置を講ずる。 

  

(2)浜松市教育委員会（学校の設置者）としての対策 

 ①「浜松市いじめ防止等のための基本的な方針」の内容に沿った対応ができるように、 

具体的な対応について示した「いじめ対応の手引き」を作成する。 

②全ての教育活動を通じた道徳教育及び体験活動の充実を図る（「はままつマナー」の 

活用等）。 

 ③子供が自主的にいじめの問題について考え、議論すること等のいじめの防止に資する 

活動に対する支援、子供、保護者、教職員に対するいじめを防止することの重要性に 

関する理解を深めるための啓発その他の必要な措置を講じる。 

 ④いじめの未然防止及び早期発見のための方策等、いじめを受けた子供又はその保護者 

に対する支援の在り方、いじめを行った子供又はその保護者に対する助言の在り方、 

いじめの防止等のために必要な事項やいじめの防止等のための対策の実施の状況につ 

いて調査研究及び検証を行い、その成果の普及を図る。  

⑤いじめを早期に発見するため、子供に対する定期的なアンケート調査、個人面談その 

他の必要な措置を講じ、各学校におけるアンケート調査、個人面談の取組状況を把握 

する（いじめアンケート、いじめ認知報告書、定期調査）。 

 ⑥学校に在籍する子供及びその保護者並びに教職員がいじめに係る相談を行うことがで 

きるようにするため、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置、 

スクールサポーター(警察ＯＢ)等の専門家の派遣の依頼、人権擁護機関等の関係機関 

との連携等の体制整備を図る。 

⑦いじめに適切に対応できる学校指導体制の整備を推進するとともに、部活動休養日の 

設定、部活動指導員の配置、教員が行う業務の明確化を含む教職員の業務負担の軽減 

を図る。 

 ⑧学校相互間の連携協力体制を整備する。 

 ⑨学校におけるいじめの防止等の取組の点検を行い、その充実を図る。 

⑩教職員に対する、「いじめ対策コーディネーター研修」等、いじめ防止等のための対 

策に関する研修の実施、その他のいじめの防止のための対策に関する資質能力の向上 

に必要な措置を講ずる。年に複数回、いじめの問題に関する校内研修を実施するよう 

促す。 

 ⑪インターネット上のいじめに巻き込まれていないかどうかを監視する(ネットパトロ 

ール)。またインターネット上のいじめを防止し、及び効果的に対処することができ 

るための必要な啓発活動を実施する（情報モラル講座、情報モラル指導用教材）。 

⑫学校だけでは対応できないいじめの問題等の早期対応を図るために、外部専門家等に 

より構成されるいじめ対策等専門家チーム（以下「専門家チーム」という。）を教育 

委員会内に設置する。 

ア 専門家チームの委員は、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家、 
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警察官経験者等の専門的な知識及び経験を有する者を委嘱する。 

イ 専門家チームの職務は、学校等におけるいじめ問題等に対して、学校や教育委員 

 会が迅速かつ適切に対応するため、専門的な指導及び助言等を行うこととし、活動 

内容は、学校等への訪問による研修会の実施、いじめ問題等に関する指導及び助言 

等とする。 

⑬いじめに対する措置 

ア 教育委員会は、学校から法第２３条第２項の規定による報告を受けたときは、必 

要に応じ当該校に必要な支援を行い、若しくは必要な措置を講ずることを指示す 

る。 

イ 教育委員会として学校からの報告に係る事案について、法第２４条に基づき、自 

ら必要な調査を行う。 

  ウ いじめを行った子供やその保護者に対しては、次のように学校が対応するよう指 

   導助言を行う。 

   ａ.子供から事実関係の聴取を行う。 

   ｂ.いじめがあったことが確認された場合には、複数の教職員が連携し、必要に応 

じて心理や福祉等の専門家、教員経験者や警察官経験者など外部の専門家の協力 

を得て、組織的にいじめをやめさせ、その再発を防止する措置をとる。 

   ｃ.事実関係を聴取したら、迅速に保護者に連絡し、事実に対する保護者の理解や 

納得を得た上、学校と保護者が連携して以後の対応を適切に行えるよう保護者の 

協力を求めるとともに、保護者に対する継続的な助言を行う。 

   ｄ.いじめを行った子供への指導に当たっては、いじめは人格を傷つけ、生命、身 

体又は財産を脅かす行為であることを理解させ、自らの行為の責任を自覚させ 

る。 

   ｅ.いじめを行った子供が抱える問題など、いじめの背景にも目を向け、その子供 

の安心・安全、健全な人格の発達に配慮する。 

   ｆ.子供の個人情報の取扱い等、プライバシーには十分に留意して以後の対応を行 

っていく。 

   ｇ.いじめの状況に応じて、心理的な孤立感・疎外感を与えないよう一定の教育的 

配慮の下、いじめを受けた子供等が使用する教室以外の場所において学習を行わ 

せる等、いじめを受けた子供等その他の子供等が安心して教育を受けられるよう 

にするため、特別の指導計画による指導を行う。 

   ｈ.教育上必要があると認めるときは、学校教育法第１１条の規定に基づき、適切 

に、いじめを行った子供に対して懲戒を加えることも考える。 

エ 学校教育法第３５条第１項の規定に基づき、いじめを受けた子供やその他の子供 

が安心して教育を受けられるようにするために必要な措置（いじめを行った子供の 

出席停止を命ずる等）を速やかに講ずる。いじめを行った子供の出席停止の期間に 

おける学習支援や立ち直りの支援を行う。 

⑭重大事態への対処（法第２８条による対処） 

ア 教育委員会又は学校は、重大事態に対処し、及び同種の事態の発生の防止に資す 

 るため、速やかに教育委員会又は学校の下に組織を設け、適切な方法により当該重 
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大事態に係る事実関係を明確にするための調査を実施する。 

  イ 教育委員会又は学校は、重大事態に係る調査を行ったときは、いじめを受けた子 

供及びその保護者に対し、事実関係やその他の必要な情報について情報を適切に提 

供する。 

  ウ 学校が調査を行う場合、教育委員会は、調査及び情報の提供について、必要な指 

導及び支援を実施する。 

 ⑮学校評価 

  ア 学校評価においては、日常の子供理解、いじめの未然防止や早期発見、いじめが 

発生した際の迅速かつ適切な情報共有や組織的な対応等が評価されることを教職員 

に周知徹底する。 

  イ 子供や地域の状況を十分踏まえて目標を立て、目標に対する具体的な取組状況や 

達成状況を評価し、評価結果を踏まえてその改善に取り組むようにする。 

 ⑯教職員面談 

   教育委員会は、管理職が教職員面談をする際、生徒指導の観点から、いじめの問題 

を含めた人権尊重の考え方を大切にすることや子供の日常の様子について把握した 

り、他の教職員と連携しながら子供の成長を促す指導をしたりすることなどについ 

て、指導・助言するように指導する。 

 ⑰学校運営改善の支援 

  ア いじめに適切に対応できる学校指導体制の整備を推進する。 

  イ 「校内いじめ対策委員会」の役割が果たされているかを確認し、必要な指導・助 

言を行う。 

  ウ 保護者や地域住民が学校運営に参画する学校運営協議会(コミュニティ・スクー 

ル)制度の導入により、いじめの問題など、学校が抱える課題を共有し地域ぐるみ 

で対応する仕組みづくりを推進する。 

エ 学校がいじめに係る状況及び対策について、学校評議員会や学校運営協議会(コ 

ミュニティ・スクール)等に情報提供するとともに連携・協働による取組を進める 

よう働き掛ける。 

⑱学校と地域、家庭が組織的に連携・協働する体制を構築する。 

⑲いじめ防止対策の点検と見直しを行うために、教員、保護者、地域住民に取組状況調 

査・実態把握調査を行う。調査の項目は、次の通りとする。 

  ア 「市いじめ防止基本方針」及び「学校いじめ防止基本方針」の周知 

  イ いじめ防止等のための基本的な取組（いじめアンケートの実施、いじめが起きに 

くい・いじめを許さない環境づくり・いじめ相談体制の整備等） 

  ウ いじめに関する啓発活動や研修等の実施 

 

３ 学校のいじめの防止等のための対策 

 学校は、いじめの防止等のため、「学校いじめ防止基本方針」に基づき、「校内いじめ対

策委員会」を中核として、「校内いじめ対策委員会」の委員長である校長の強力なリーダー

シップの下、一致協力体制を確立し、教育委員会とも適切に連携の上、学校の実情に応じ

た対策を推進します。 
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(1)いじめ防止基本方針の策定 

学校は、国、市のいじめ防止基本方針等を参考にして、学校の実情に応じ、「学校いじめ

防止基本方針」を定めます。 

① 「学校いじめ防止基本方針」を定める意義 

  ア 「学校いじめ防止基本方針」に基づく対応が徹底されることにより、教職員がい 

   じめを抱え込まず、かつ、学校のいじめへの対応が個々の教職員による対応ではな 

く、組織として一貫した対応となる。 

  イ いじめの発生時における学校の対応をあらかじめ示すことは、子供及びその保護 

者に対し、子供が学校生活を送る上での安心感を与えるとともに、いじめの加害行 

為の抑止につながる。 

  ウ いじめを行った子供への成長支援の観点を基本方針に位置付けることにより、い 

   じめを行った子供への支援につながる。 

② 「学校いじめ防止基本方針」の内容 

   ア いじめの未然防止のための取組 

    いじめに向かわない態度・能力の育成等のいじめが起きにくい・いじめを許さな

い環境づくりに資する多様な取組についての包括的な方針や具体的な指導内容 

  イ いじめの早期発見・いじめの事案への対処の在り方 

  ウ 教育相談体制 

  エ 生徒指導体制 

  オ 校内研修 

 ※イ～オに関しては、具体的に次のような内容を含む。 

ａ.アンケートの分析と対応、いじめの通報、情報共有等「いじめ対応の手引き」を 

活用した適切な対処の在り方に関する研修 

   ｂ.チェックリストの作成・共有と実施 

ｃ.事案対処に関する教職員の資質能力向上を図る取組（記録の取り方等を含む） 

   ｄ.いじめを行った子供が抱える問題を解決するための具体的な対応方針 

③「学校いじめ防止基本方針」の評価・見直し 

ア より実効性の高い取組を実施するために、「学校いじめ防止基本方針」が、学校 

の実情に即して適切に機能しているかを「校内いじめ対策委員会」を中心に点検 

し、必要事項を見直すというＰＤＣＡサイクルを盛り込む。 

イ 「学校いじめ防止基本方針」に基づく取組状況を評価する。「学校いじめ防止基 

本方針」における、いじめ防止等のための取組、具体的には、 

ａ.いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくり  

     早期発見・事案対処のマニュアル「いじめ対応の手引き」の実行 

   ｂ.定期的・必要に応じたアンケート、個人面談・保護者面談の実施 

   ｃ.校内研修の実施 

   等について評価する。そして、評価結果を踏まえ、学校におけるいじめの防止等の

ための取組の改善を図る。 

④「学校いじめ防止基本方針」の策定にあたって 

ア 保護者、地域住民、学校運営協議会（コミュニティ・スクール）等に意見や支援 
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を求める等、実効性のある方針になるように努める。 

イ 子供の意見も取り入れるなど、いじめの防止等について子供の主体的かつ積極的 

な参加が確保できるように努める。  

⑤「学校いじめ防止基本方針」の公表と説明 

ア 「学校いじめ防止基本方針」は、ホームページ等で公表する。 

イ 入学時や各年度の開始時に、「学校いじめ防止基本方針」について、子供、保護 

者、学校運営協議会(コミュニティ・スクール)等に説明する。  

  

(2)学校におけるいじめ防止等の対策のための組織 

 学校は、いじめの防止等の対策のための組織「校内いじめ対策委員会」を設置します。 

その委員長は校長であり、組織や役割は以下の通りです。 

 ①学校の管理職や主幹教諭、教務主任、いじめ対策コーディネーター、生徒指導担当教 

員、学年主任、養護教諭、学級担任、教科担任、部活動指導に関わる教職員等から組 

織的対応の中核として機能するような体制を、学校の実情に応じて決定し、校長のリ 

ーダーシップの下、協力体制を確立する。さらに、スクールカウンセラー、スクール 

ソーシャルワーカー、警察官経験者等の外部専門家を参画させる。これに加え、個々 

のいじめの防止、早期発見・対処にあたって関係の深い教職員を追加する。 

 ②学校が組織的かつ実効的にいじめの問題に取り組むに当たって中核となる役割を担 

う。 

ア いじめの未然防止   

いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくりを行う役割 

イ いじめの早期発見・事案対処 

ａ.いじめの早期発見のため、いじめの相談・通報を受け付ける窓口としての役割 

ｂ.いじめの早期発見・事案対処のため、いじめの疑いに関する情報や子供の問題行 

動などに係る情報の収集と記録、共有を定期的に行う役割 

ｃ.いじめに係る情報（いじめが疑われる情報や子供同士の人間関係に関する悩みを 

含む）があった時には、緊急会議を開催するなど、情報の迅速な共有、及び関係す 

る子供に対するアンケート調査、聞き取り調査等により事実関係の把握といじめで 

あるか否かの判断を行う役割 

ｄ.いじめを受けた子供に対する支援、いじめを行った子供に対する指導の体制・対 

応方針の決定と保護者との連携といった対応を組織的にする役割 

ウ 学校いじめ防止基本方針に基づく各種取組 

ａ.方針に基づく取組の実施や具体的な指導計画の作成・実行・検証・修正を行う役 

   割 

ｂ.指導計画に基づき、いじめの防止等に係る校内研修を企画し、計画的に実施する 

役割 

 ③子供に最も接する機会の多い学級担任や教科担任が参画し、いじめの未然防止・早期 

発見の実効化の機能や、教員の経験年数や学級担任制の垣根を超えた、教員同士の日 

常的なつながり・同僚性を向上させる目的を十分に果たせるような人員配置とする。 

 ④学校のいじめ対策の企画立案、事案対処等を、学級担任を含めた全ての教職員が経験 
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することができるようにするなど、いじめの未然防止・早期発見・事案対処の実効化 

のため、組織の構成を適宜工夫・改善できるよう、柔軟な組織とする。 

 ⑤いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくりを実効的に行うために、「校内い 

じめ対策委員会」は、子供及び保護者に対して、自らの存在や活動について周知に努 

める。 

⑥いじめの早期発見のために、いじめを受けた子供を徹底して守り通し、事案を迅速か 

つ適切に解決する相談・通報の窓口であることを認識されるようにする。子供に対す 

る定期的なアンケートを実施する際に、子供が「校内いじめ対策委員会」の組織の存 

在や活動内容等について具体的に把握・認識しているかを調査し、取組の改善につな 

げる。 

 ⑦「校内いじめ対策委員会」は、的確にいじめの疑いに対する情報を共有し、共有され 

た情報を基に、組織的に対応できるような体制とする。特に事実関係の把握、いじめ 

であるか否かの判断は組織的に行うことが必要である。 

⑧「校内いじめ対策委員会」は、情報の収集と記録、共有を行う役割を担うため、教職 

員は、些細な兆候や懸念、子供からの訴えを、抱え込まずに、又は対応不要であると 

個人で判断せずに、直ちに全て「校内いじめ対策委員会」に報告・相談する。 

 ⑨「校内いじめ対策委員会」に集められた情報は、子供ごとに個別に記録し、複数の教 

職員が個別に認知した情報の集約と共有化を図る。 

 ⑩「校内いじめ対策委員会」は、いじめ防止基本方針の策定や見直し、自校で定めたい 

じめの取組が計画どおりに進んでいるかどうかのチェックや、いじめの対処がうまく 

いかなかったケースの検証、必要に応じた計画の見直しなど、自校のいじめの防止等 

の取組についてＰＤＣＡサイクルで検証を行う。 

 ⑪法第２８条第 1項に規定する重大事態の調査のための組織について、学校がその調査 

を行う場合は、この組織を母体としつつ、事案の性質に応じて適切な専門家を加える 

などの方法によって対応する。 

 

(3)いじめ対策コーディネーターの設置 

校長は、学校におけるいじめの防止等の対策を推進するリーダーとして「いじめ対策コ

ーディネーター」を校務分掌に位置付けます。いじめ対策コーディネーターは、校長の指

導・助言を受け、会議などの企画・運営を行うとともに、以下の役割を果たし、対応を行

います。 

①いじめに関する情報収集、学校全体の実態把握の役割 

ア 日常的に教職員から情報を収集及び集約する。 

イ 子供の表れから情報を収集及び集約する。 

ウ 保護者や地域から情報を収集及び集約する。 

エ 定期的なアンケート調査の計画・実施・分析する。 

②保護者・地域・関係機関との連携の窓口としての役割 

ア 保護者や地域に向けていじめ問題の対応について発信する。 

イ 教育委員会、児童相談所、警察、家庭裁判所、医療機関等関係機関と連携する窓 

口となる。 
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ウ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等と連携する窓口となる。 

エ 必要に応じて、ケース会議を計画・実施する。 

③いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくりに資する指導を推進する役割 

学級づくりを軸として、特別の教科道徳や特別活動を通して子供たちが円滑に他 

者とコミュニケーションを図る能力を育て、人権意識の向上を図るよう働き掛ける。 

④校内研修の企画・運営する役割 

校内研修を企画し、教職員のいじめへの感度を高め、いじめの未然防止・早期発 

見・早期対応の共通理解を図る。 

 

(4)学校におけるいじめの防止等に関する措置 

 学校は、教育委員会と連携して、全教職員でいじめの未然防止や早期発見、いじめが発 

生した際の対処に当たります。 

①いじめの未然防止 

ア 全ての子供を対象に、いじめに向かわせないための取組として、学級活動や児童 

会・生徒会活動等で、子供がいじめの問題について自主的に考え、議論すること等 

のいじめの防止に資する活動に取り組む。 

  イ 子供が、心の通じ合うコミュニケーション能力を育み、規律正しい態度で授業や 

行事に主体的に参加・活躍できるような授業や集団づくりを行う。 

  ウ 子供の豊かな情操と道徳心を培い、心の通う人間関係を構築する素地を養うた 

め、教育活動全体を通じて道徳教育の充実を図る。 

  エ 発達障害を含む、障害のある子供、海外から帰国した子供や外国籍の子供、国際 

結婚の保護者を持つ外国につながる子供、性同一性障害や性的指向・性自認・性表 

現に係る子供など、子供一人一人の特性や多様性に配慮した適切な指導や支援を行 

う。 

  オ 子供が傍観者とならず、いじめをやめさせるための行動をとる重要性を理解する 

   よう努める。 

 カ 集団の一員としての自覚や自信を育むことにより、いたずらにストレスにとらわ 

れることなく、互いを認め合える人間関係、学校風土をつくるとともに、子供の社 

会性を育て、自己有用感を育み、自己肯定感を高める活動に取り組む。 

キ 毎年６月１２日を基準日として、「いのちについて考える日」を設定し、いじめ 

の問題や命の尊さ、人間としての尊厳について考える取組を発達段階に応じて実施 

する。 

ク 教職員の言動が、子供を傷つけたり、他の子供によるいじめを助長したりするこ 

とのないよう、また、いじめを受けた子供の心に寄り添った言動をとるよう、指導 

の在り方に細心の注意を払う。教職員による「いじめられる側にも問題がある」と 

いう認識や発言は、いじめを行っている子供や、周りで見ていたり、はやし立てた 

りする子供を容認するものにほかならず、いじめを受けている子供を孤立させ、い 

じめを深刻化することを十分理解する。 

  ケ 教職員の資質向上のために、事例検討等の研修を計画的に行ったり、人間関係づ 

くりプログラムを取り入れた集団づくりの研修、人権意識を高める研修を進めたり 
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していく。また、情報モラル教育についての理解を深め、実践していく。 

  コ 家庭や地域に対して、子供の様子に目を配り、いじめに関する情報を得た場合に 

は、直ちに学校に相談するように啓発するとともに、家庭や地域等が相談しやすい 

信頼関係を構築する。また、浜松市の相談窓口についても、周知を徹底する。 

②いじめの早期発見 

ア いじめは、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることが多いことを教職 

員は認識し、些細な兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持って、早い段 

階から的確に関わりを持ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく、いじめを 

積極的に認知する。 

イ 教職員は、何よりも「子供のちょっとした変化」に気付き、子供が何でも相談し 

たくなるような関係づくりに取り組む。日頃から子供の見守りや信頼関係の構築等 

に努め、子供が示す変化や危険信号を見逃さないようアンテナを高く保つ。日記や 

ノートの記述等を通して、日頃から子供とのコミュニケーションを図るとともに、 

定期的なアンケート調査等を行うことで、子供がいじめを訴えやすい環境を整え、 

いじめの実態把握に取り組む。 

  ウ 「学校いじめ防止基本方針」において、アンケート調査、個人面談の実施や、そ 

れらの結果の検証及び組織的な対処について定めておく。アンケートの記載内容に 

ついては、すべて校長が確認する。 

  エ アンケート調査や個人面談において、子供が自らＳＯＳを発信すること及びいじ 

めの情報を教職員に報告することは、子供にとっては多大な勇気を要するものであ 

ることを教職員は理解し、子供からの相談に対しては、丁寧かつ迅速に対応する。 

  オ 心理、福祉に関する専門家(スクールカウンセラー等)の活用等、子供、保護者、 

教職員に対する相談体制を整備する。 

  カ いじめの相談は、家庭や地域等と連携し、いじめを受けた子供やいじめについて 

報告した子供の立場を守る。 

③いじめに対する措置 

ア 教職員がいじめを発見し、又は子供や保護者等からいじめの相談を受けた場合に 

は、速やかに、「校内いじめ対策委員会」に対しいじめに係る情報を報告し、学校 

の組織的な対応につなげなければならない。 

  イ いじめの相談を受けたり、子供がいじめを受けていると思われたりするときは、 

直ちに教育相談や事実確認を行う。遊びや悪ふざけなど、いじめと疑われる行為を 

発見した場合、その場でその行為を止める。子供や保護者から「いじめではない 

か」との相談や訴えがあった場合には、真摯に傾聴する。ささいな兆候であって 

も、いじめの疑いがある行為には、早い段階から的確に関わりを持つ。 

  ウ 教職員は，教育委員会の定めた方針等に沿って、いじめに係る情報を適切に記録 

しておく（児童生徒アンケートや「校内いじめ対策委員会」会議録等の生徒指導関 

係文書及び教育相談関係文書は５年保存）。記録はすべて公文書であるとの意識を 

もち、５Ｗ１Ｈや関係性を明らかにした上で事実を残す。 

エ 「校内いじめ対策委員会」において情報共有を行った後は、事実関係を確認の 

上、組織的に対応方針を決定し、いじめを受けた子供、いじめを知らせてきた子供 
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を徹底して守り通す。 

  オ いじめが確認された場合は、いじめを受けた子供には、安心できる場を確保し、 

いじめを行った子供には、いじめをやめさせ、再発防止に努める。「校内いじめ対 

策委員会」が中心となって、いじめを受けた子供とその保護者に対する支援、いじ 

めを行った子供とその保護者に対して指導や助言を行い、継続的に話し合って見届 

ける。いじめを行った子供に対しては、本人の人格の成長を旨として、教育的配慮 

の下、毅然とした態度で指導する。これらの対応について、教職員全員の共通理 

解、保護者の協力、関係機関・専門機関との連携の下で取り組む。 

具体的には、以下のことを実施する。【再掲】 

ａ.子供から事実関係の聴取を行う。 

   ｂ.いじめがあったことが確認された場合には、複数の教職員が連携し、必要に応 

じて心理や福祉等の専門家、教員経験者や警察官経験者など外部の専門家の協力 

を得て、組織的にいじめをやめさせ、その再発を防止する措置をとる。 

   ｃ.事実関係を聴取したら、迅速に保護者に連絡し、事実に対する保護者の理解や 

納得を得た上、学校と保護者が連携して以後の対応を適切に行えるよう保護者の 

協力を求めるとともに、保護者に対する継続的な助言を行う。 

   ｄ.いじめを行った子供への指導に当たっては、いじめは人格を傷つけ、生命、身 

体又は財産を脅かす行為であることを理解させ、自らの行為の責任を自覚させ 

る。 

   ｅ.いじめを行った子供が抱える問題など、いじめの背景にも目を向け、その子供 

の安心・安全、健全な人格の発達に配慮する。 

   ｆ.子供の個人情報の取扱い等、プライバシーには十分に留意して以後の対応を行 

っていく。 

   ｇ.いじめの状況に応じて、心理的な孤立感・疎外感を与えないよう一定の教育的 

配慮の下、いじめを受けた子供等が使用する教室以外の場所において学習を行わ 

せる等、いじめを受けた子供等その他の子供等が安心して教育を受けられるよう 

にするため、特別の指導計画による指導を行う。 

   ｈ.教育上必要があると認めるときは、学校教育法第１１条の規定に基づき、適切 

に、いじめを行った子供に対して懲戒を加えることも考える。 

カ 犯罪行為と認められるいじめがあったときは、警察と連携して対処していく。子 

供の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがある場合は、直ちに警察に 

通報し、適切な援助を求める。 

  キ 校長及び教職員は、子供がいじめを行った場合であって教育上必要があると認め 

るときは、子供に対して訓告や叱責等を加えることができる。 

④関係機関との連携  

ア 「校内いじめ対策委員会」は、必要に応じて心理や福祉の専門家等の参加につい 

て協力を求める。 

イ 日頃から所管警察署や相談機関等と情報収集や協力体制を確立し、いじめが起き 

たときには、状況に応じて連携し、早期対応に努める。 
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(5)いじめが「解消している」状態 

 いじめは、単に謝罪をもって安易に解消とすることはできません。いじめが「解消して

いる」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必要があります。ただし、

これらの要件が満たされている場合であっても、必要に応じ、他の事情も勘案して判断す

るものとします。 

また、いじめが「解消している」状態とは、あくまで一つの段階に過ぎず、「解消してい

る」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分にあり得ることを踏まえ、学

校の教職員は、いじめを受けた子供及びいじめを行った子供については、日常的に注意深

く観察します。 

①いじめに係る行為が止んでいること 

  被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為(インターネットを通じて行わ

れるものを含む。)が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当の期間と

は、少なくとも３か月を目安とする。ただし、いじめの被害の重大性等からさらに長期

の期間が必要であると判断される場合は、この目安にかかわらず、教育委員会又は「校

内いじめ対策委員会」の判断により、より長期の期間を設定するものとする。学校の教

職員は、相当の期間が経過するまでは、いじめを受けた子供・いじめを行った子供の様

子を含め、状況を注視し、期間が経過した段階で判断を行う。行為が止んでいない場合

は、改めて相当の期間を設定して状況を注視する。 

②いじめを受けた子供が心身の苦痛を感じていないこと 

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、いじめを受けた子

供がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。いじめを受けた

子供本人及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確

認する。 

  学校は、いじめが解消に至っていない段階では、いじめを受けた子供を徹底的に守り

通し、その安全・安心を確保する責任を有する。「校内いじめ対策委員会」においては、

いじめが解消に至るまで、いじめを受けた子供の支援を継続するため、支援内容、情報

共有、教職員の役割分担を含む対処プランを策定し、確実に実行する。 

 

４ 地域や家庭の役割 

(1)地域の役割 

地域は、学校や関係機関と適切な連携のもと、実情に応じた対策を推進します。特に、

学校と関わりを持ちながら、いじめの未然防止の対応や早期発見に努めます。 

 ①子供は地域の人に見守られながら、社会性を身に付けていく。地域の中には、様々な 

団体や組織が活動しているので、地域の人たちは、地域で育つ子供に温かい気持ちで 

接し、いじめを行うことのないよう積極的に関わりを持つ。 

 ②浜松市いじめ問題対策連絡協議会を通じて、関係機関だけでなく、家庭、学校、地域 

との連携を強化する。より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができる 

よう、ＰＴＡや学校運営協議会（コミュニティ・スクール）、地域の関係団体との連 

携の促進や、地域に存在する青少年健全育成会や地域パトロール等が、家庭・学校と 

組織的に連携・協働できるような体制を構築していく。 
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(2)家庭の役割 

 子供が社会の一員として自立してくためには、家庭での教育が重要な意味を持ちます。 

いじめ防止対策推進法第９条には、保護者の責務が示されています。 

「保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、その保護する児童

等がいじめを行うことのないよう、当該児童等に対し、規範意識を養うための指導その他

の必要な指導を行うよう努めるものとする。」（法第９条第１項） 

また、子供にとって家庭は、ありのままの自分を出すことができる安心できる場です。

従って、家庭の役割としては、以下のようなことがあります。 

①「ルールやマナーを守ること」を子供に教える。 

②子供からいじめの相談を受けたら、学校へ通報するなど適切な措置をとる。 

③子供との触れ合いや対話を大切にする。子供のありのままを受け止め、「あなたの味 

方だよ。」と子供が安心感や信頼感で満たされるように努める。  

④日頃の対話や言動等から、いじめ等を背景とした子供のちょっとした様子の変化を見 

逃さず、学校や地域と連携して、いじめの早期発見に努める。 

 ⑤インターネット上のトラブルについて理解し、子供の使い方や様子に注意を払う。 

 ⑥子供がいじめを行ったことが分かった場合には、事実を理解した上で、以下のような 

視点をもち、学校と協力して指導する。 

  ア 子供に、いじめは人格を傷つけ、生命、身体又は財産を脅かす行為であることを 

理解させ、自らの行為の責任を自覚させる。 

  イ 子供のいじめの背景にも目を向け、いじめの背景にあるストレス等の要因の改善 

を図るとともに、ストレスに適切に対処できる力を育むなど、いじめを行った子供 

の健全な人格の発達を考える。 

  ウ いじめの状況に応じて、いじめを行った子供が、学校等で心理的な孤立感・疎外 

感を受けていないか配慮する。 
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第３ 重大事態への対処 

１ 教育委員会又は学校による調査 

  いじめの重大事態が発生した場合(いじめにより重大な被害が生じた疑いがあると認 

めるとき。以下同じ。)は、教育委員会又は学校は、速やかに事案の事実確認を行い、 

本基本方針及び「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン(平成２９年３月文部 

科学省)」により適切に対応します。 

 

(1)重大事態の意味 

 〇重大事態は、事実関係が確定した段階で重大事態としての対応を開始するのではな 

く、「疑い」が生じた段階で調査を開始しなければならない。 

〇教育委員会及び学校は、重大事態として早期対応しなかったことにより生じる影響を 

理解し、重大事態への対応の重要性を改めて認識する。 

①生命心身財産重大事態 

  いじめにより、子供の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認める 

とき 

ア 子供が自殺を企図した場合 

イ 身体に重大な障害を負った場合 

ウ 金品等に重大な被害を被った場合 

エ 精神性の疾患を発症した場合 

②不登校重大事態 

いじめにより、子供が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いが 

あると認めるとき 

※「相当の期間」とは、年間３０日を目安とする。ただし、子供が一定期間連続して 

欠席しているような場合には、教育委員会又は学校の判断により、迅速に調査に着 

手する必要がある。 

  ※欠席が続き、当該校へは復帰ができないと判断し、転学した場合、重大事態の目安 

である３０日には達していなくても、不登校重大事態としての対応を視野に入れ 

る。 

 ③子供や保護者から、いじめにより重大な被害が生じたという申立てがあったとき 

子供や保護者から、いじめにより重大な被害が生じたという申立てがあったときは、 

学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえない」と考えたとして 

も、重大事態が発生したものとして報告・調査等に当たる。子供又は保護者からの申立 

ては、学校が把握していない極めて重要な情報である可能性があることから、調査をし 

ないまま、いじめの重大事態ではないと断言できないことに留意する。 

    

(2)重大事態の報告 

  学校は、重大事態が発生した場合、速やかに教育委員会を通じて市長へ、事態発生につ 

いて報告する。 
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(3)調査の趣旨及び調査主体 

  重大事態の調査は、重大事態に対処するとともに、同種の事態の発生の防止に資するた 

めに行うものである。 

学校は、重大事態の疑いのある事案について、直ちに教育委員会に報告し、教育委員会

は、その事案の調査を行う主体や、どのような調査組織とするかについて判断する。 

調査主体は、学校が主体となって行う場合と、教育委員会が主体となって行う場合が考

えられる。 

①学校が主体となって調査を行う場合 

ア 学校に設置されている「校内いじめ対策委員会」に第三者を加える。 

イ 教育委員会が必要な指導や適切な支援を行う。その際、必要に応じて、専門家チ 

ームの助言や支援を求める。 

②教育委員会が主体となって調査を行う場合 

ア 従前の経緯や事案の特性、いじめを受けた子供又は保護者の訴えなどを踏まえ、 

学校が主体となって行う調査で重大事態への対処及び同種の事態の発生防止に必ず 

しも十分な結果が得られないと教育委員会が判断する場合や、学校の教育活動に支 

障が生じるおそれがある場合は、教育委員会が主体となって調査を行う。 

イ 教育委員会の諮問により「第三者委員会」が事実を客観的に明らかにしていく調 

査を行う。 

 

(4)調査を行うための組織 

  教育委員会又は学校は、その事案が重大事態であると判断したときは、調査を行うため、

速やかにその下に組織を設ける。 

この組織の構成については、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家であ

るスクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の専門的知識及び経験を有する

者であって、当該いじめ事案と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない者(第三者)

について、職能団体や大学、学会からの推薦等により参加を図ることにより、当該調査の

公立性・中立性を確保するよう努める。 

学校が調査主体となる場合、「校内いじめ対策委員会」を母体として、当該重大事態の性

質に応じて適切な専門家を加えるなどの方法をとる。 

なお、子供の命にかかわる重大事態が発生した場合には、精神保健福祉センターと連携

し、心の緊急支援を同時に行っていく。 

 

(5)事実関係を明確にするための調査の実施 

①基本姿勢 

ア 教育委員会及び学校は、いじめを受けた子供や保護者のいじめの事実関係を明ら 

かにしたい、何があったのかを知りたいという切実な思いを理解し、対応に当た 

る。 

イ 教育委員会及び学校として、自らの対応にたとえ不都合なことがあったとして 

も、全てを明らかにして自らの対応を真摯に見つめ直し、いじめを受けた子供や保 

護者に対して調査の結果について適切に説明を行う。 
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ウ 重大事態の調査は、民事・刑事上の責任追及や その他の訴訟等への対応を直接 

の目的とするものではなく、いじめの事実の全容解明、当該いじめの事案への対処 

及び同種の事案の再発防止が目的であることを認識する。教育委員会及び学校とし 

て、調査により膿を出し切り、いじめの防止等の体制を見直す姿勢をもつことが、 

今後の再発防止に向けた第一歩となることを認識する。 

エ 教育委員会及び学校は、詳細な調査を行わなければ、事案の全容は分からないと 

いうことを第一に認識し、軽々に「いじめはなかった」「学校に責任はない」とい 

う判断をしない。状況を把握できていない中で断片的な情報を発信すると、それが 

一人歩きしてしまうことに注意する。また、いじめを受けた子供やその家族に問題 

があったと発言するなど、いじめを受けた子供・保護者の心情を害することは厳に 

慎む。 

オ 特に、自殺事案の場合、学校外のことで子供が悩みを抱えていたと考えられると 

しても、自殺に至るまでに学校が気付き、救うことができた可能性がある。したが 

って、いじめが背景にあるか否かにかかわらず、教育委員会及び学校として、適切 

に事実関係を調査し、再発防止策を講ずる責任を有していることを認識する。 

カ いじめを受けた子供や保護者が詳細な調査や事案の公表を望まない場合であって 

も、教育委員会や学校が可能な限り自らの対応を振り返り、検証することは必要と 

なる。それが再発防止につながり、又は新たな事実が明らかになる可能性もある。 

このため、決して、いじめを受けた子供や保護者が望まないことを理由として、自 

らの対応を検証することを怠ってはならない。重大事態の調査は、いじめを受けた 

子供や保護者が希望する場合は、調査の実施自体や調査結果を外部に対して明らか 

にしないまま行うことも可能であり、教育委員会及び学校は、いじめを受けた子供 

や保護者の意向を的確に把握し、調査方法を工夫しながら調査を進める。決して、 

安易に、重大事態として取り扱わないことを選択するようなことがあってはならな 

い。 

キ 以上のことを踏まえ、教育委員会又は学校は、いじめを受けた子供や保護者に対 

して自発的・主体的に、詳細な調査の実施を提案する。 

②いじめを受けた子供・保護者等に対する調査方針の説明等 

ア 「いじめはなかった」などと断定的に説明してはならない。 

   ※詳細な調査を実施していない段階で、過去の定期的なアンケート調査を基に「い 

じめはなかった」「学校に責任はない」旨の発言をしてはならない。 

イ 事案発生後、詳細な調査を実施するまでもなく、教育委員会・学校の不適切な対 

応により、いじめを受けた子供や保護者を深く傷つける結果となったことが明らか 

である場合は、教育委員会・学校は、詳細な調査の結果を待たずして、速やかにい 

じめを受けた子供・保護者に当該対応の不備について説明し、謝罪等を行う。 

ウ いじめを受けた子供・保護者の心情を害する言動は、厳に慎む。 

   ※家庭も問題がある等の発言（子供をとりまく状況は、公正・中立な重大事態に係 

る調査の段階で確認されるものであり、学校が軽々に発言すべきものではな 

い。） 

エ 独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付の申請は、保護者に丁寧 
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に説明を行った上で、手続きを進める。 

オ いじめを受けた子供・保護者に寄り添いながら対応することを第一とし、信頼関 

係を構築する。 

カ 調査実施前に、いじめを受けた子供・保護者に対して、以下のａ～ｆの事項につ 

いて予め説明する。説明を行う主体は、教育委員会及び学校、又は「第三者委員 

会」「校内いじめ対策委員会」が行う。説明を行う主体は、状況に応じて適切に判 

断する。 

キ 調査を実施するに当たり、以下のａ～ｆの事項について、いじめを行った子供及 

びその保護者に対しても説明を行う。その際、いじめを行った子供及びその保護者 

からも、調査に関する意見を適切に聴き取る。 

   ａ.調査の目的・目標 

    ・重大事態の調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接 

の目的とするものではなく、教育委員会及び学校が事実に向き合うことで、事 

案の全容解明、当該事態への対処や、同種の事態の発生防止を図るものである 

こと。 

ｂ.調査主体（組織の構成、人選） 

    ・調査組織の構成。 

    ・調査組織の人選については、職能団体からの推薦を受けて選出したものである 

ことなど、公平性・中立性が担保されていること。 

   ｃ.調査時期・期間（スケジュール、定期報告） 

    ・調査を開始する時期や調査結果が出るまでにどのくらいの期間が必要となるの 

かについて、目途を示すこと。 

    ・調査の進捗状況について、定期的に及び適時のタイミングで経過報告を行うこ 

とについて、予め説明すること。 

ｄ.調査事項（いじめの事実関係、教育委員会及び学校の対応等）・調査対象（聴き 

取り等をする子供・教職員の範囲） 

・どのような事項（いじめの事実関係、教育委員会及び学校の対応等）を、どの 

ような対象（聴き取り等をする子供・教職員の範囲）に調査するのかというこ 

と。 

    ・いじめを受けた子供・保護者が調査を求める事項等を詳しく聴き取ること。 

    ・「第三者委員会」が調査事項や調査対象を主体的に決定する場合は、その方向 

性が明らかとなった段階で、適切に説明を行う。 

ｅ.調査方法（アンケート調査の様式、聴き取りの方法、手順） 

・使用するアンケート調査の様式、聴き取りの方法、手順。 

    ・いじめを受けた子供・保護者から調査方法について要望があった場合は、可能 

な限り調査の方法に反映する。 

   ｆ.調査結果の提供（いじめを受けた側、いじめを行った側に対する提供等） 

    ・提供する調査結果（調査の過程において把握した情報を含む。以下同じ。）の 

     内容。 

    ・個別の情報の提供については、浜松市の個人情報保護条例等に従って行う。 
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    ・情報提供の方法。アンケートで得られた情報の提供は、個人名や筆跡等の個人 

が識別できる情報を保護する等の上で行う方法を採ることやアンケート調査等 

の調査票の原本の扱いについて、一定の条件の下で調査票の原本を情報提供す 

る方法を採ること。 

    ・教育委員会等の文書管理規則に基づき行う調査票を含む調査に係る文書の保存 

期間。 

    ・いじめを行った子供やその保護者に対する調査結果の説明の方法については、 

可能な限り、予めいじめを受けた子供・保護者の同意を得る。 

③事実関係を明確にするための調査の実施 

「事実関係を明確にする」とは、重大事態に至る原因となったいじめ行為が、いつ 

頃から、誰から行われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や子供 

の人間関係にどのような問題があったか、学校・教職員がどのように対応したかなど 

の事実関係を、可能な限り網羅的に明確にすることである。この際、因果関係の特定 

を急ぐべきではなく、客観的な事実関係を速やかに調査する。 

この調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の訴訟等への対応を直接目的とする 

ものではない。学校と教育委員会が事実に向き合うことで、当該事態への対処や同種 

の事態の発生防止を図るものである。 

重大事態の調査を実りあるものにするために、教育委員会・学校自身が、たとえ不 

都合なことがあったとしても、事実にしっかりと向き合おうとする姿勢が重要であ 

る。教育委員会又は学校は、附属機関等に対して積極的に資料を提供するとともに、 

調査結果を重んじ、主体的に再発防止に取り組む。 

ア いじめを受けた子供からの聴き取りが可能な場合 

ａ.いじめを受けた子供からの聴き取りが可能な場合、いじめを受けた子供から 

十分聴き取る。 

ｂ.在籍している子供や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査を行う。 

    ｃ.いじめを受けた子供や情報を提供してくれた子供を守ることを最優先とす 

る。 

    ｄ.調査による事実関係の確認とともに、いじめを行った子供への指導を行い、 

いじめ行為を止める。 

    ｅ.いじめを受けた子供に対しては、事情や心情を聴取し、いじめを受けた子供 

の状況に合わせた継続的ケアを行い、落ち着いた学校生活復帰の支援や学習支 

援等をする。 

    ｆ.事案の重大性を踏まえて、教育委員会がより積極的に指導・支援したり、関 

係機関ともより適切に連携したりして対応に当たる。 

イ いじめを受けた子供からの聴き取りが不可能な場合 

      ａ.子供の入院や死亡など、いじめを受けた子供からの聴き取りが不可能な場合 

は、子供の保護者の要望・意見を十分に聴取し、迅速に保護者に今後の調査に 

ついて協議し、調査に着手する。 

     ｂ.調査方法としては、在籍する子供や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調 

査がある。 
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  ＜自殺の背景調査における留意事項＞ 

     子供の自殺という事態が起こった場合の調査の在り方については、「子供の自殺 

が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」（平成２６年 7月文部科学省・児童生徒 

の自殺予防に関する調査研究協力者会議）及び「国の基本方針」を参考とする。 

④調査実施に当たっての留意事項/ 

   ア 調査対象者、保護者等に対する説明等 

    ａ.アンケートについては、教育委員会又は学校によるいじめの重大事態の調査の 

ために行うものであること（調査の目的）、及び結果をいじめを受けた子供・保 

護者に提供する場合があることを、予め、調査対象者である他の子供及びその 

保護者に説明した上で実施する。 

       ｂ.可能な限り速やかに実施する。教育委員会及び学校は、状況に応じて早い段階 

での聴き取りや、関係資料の散逸防止に努める。 

       ｃ.アンケートは、状況に応じて、無記名式の様式により行うことも考える。 

    イ 子供等に対する調査. 

     ａ.いじめを受けた子供、その保護者、他の在籍する子供、教職員等に対して、ア 

ンケート調査や聴き取り調査等により、いじめの事実関係を把握する。この 

際、いじめを受けた子供やいじめに係る情報を提供してくれた子供を守ること 

を最優先とし、調査を実施する。 

       ｂ.調査においては、いじめを行った子供からも、調査対象となっているいじめの 

事実関係について意見を聴取し、公平性・中立性を確保する。 

    ウ 記録の保存 

    ａ.浜松市文書管理規則等に基づき、適切に保存する。 

     ｂ.重大事態の調査を行う主体（第三者委員会等）が実施した調査の記録のほか、 

いじめの重大事態として取り扱う以前に法第２３条第２項の調査において教育 

委員会及び学校が取得、作成した記録を含む。５年間保存。 

     ｃ.取得、作成した記録とは、学校が定期的に実施しているアンケート・個人面談 

の記録、いじめの通報・相談内容の記録、子供に対する聴き取り調査を行った 

際の記録等。教職員による手書きのメモであっても公文書に該当する場合あ 

る。 

       ｄ.記録の廃棄については、いじめを受けた子供・保護者に説明の上、行う。 

   エ 調査実施中の経過報告 

      教育委員会及び学校は、調査中であることを理由に、いじめを受けた子供・保 

護者に対して説明を拒むようなことがあってはならず、調査の進捗等の経過報告 

を行う。 

     オ 分析 

      学校いじめ防止基本方針に基づく対応は適切に行われていたか、学校いじめ対 

策組織の役割は果たされていたか、学校におけるいじめが起きにくい・いじめを 

許さない環境づくりに資する指導の工夫や早期発見・事案対処のマニュアルは, 

どのような内容で、適切に運用され機能していたかなどについて、分析を行う。 

⑤自殺又は自殺未遂以外の重大事態の場合の対応 
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   ア 文書情報の整理 

   イ  アンケート調査 

      結果については、いじめを受けた子供又はその保護者に提供する場合があるこ 

とを調査に先立ち、調査対象者に説明する。 

   ウ 聴き取り調査 

   エ 情報の整理 

     調査により得られた情報を時系列にまとめるなどして整理し、情報について分 

析・評価を行う。 

   オ 再発防止策の検討 

   カ 報告書のとりまとめ 

⑥不登校重大事態の場合 

    「不登校重大事態に係る調査の指針」（平成２８年３月文部科学省）に沿って行 

う。  

 

(6)調査結果の提供及び報告 

①いじめを受けた子供及びその保護者に対する情報を適切に提供する責任 

    ア 教育委員会又は学校は、いじめを受けた子供やその保護者に対して、事実関係 

その他の必要な情報を提供する責任を有する。 

     イ 調査により明らかになった事実関係（いじめ行為がいつ、誰から行われ、どの 

ような態様であったか、学校がどのように対応したか）について、いじめを受け 

た子供やその保護者に対して説明する。 

    ウ 情報の提供に当たっては、適時・適切な方法で、経過報告をする。 

    エ 情報の提供に当たっては、教育委員会又は学校は、他の子供のプライバシー保 

護に配慮するなど、関係者の個人情報に十分配慮し、適切に提供する。ただし、 

いたずらに個人情報保護を盾に説明を怠るようなことがあってはならない。 

    オ 質問紙調査の実施により得られたアンケートについては、いじめを受けた子供 

又はその保護者に提供する場合があることをあらかじめ念頭におき、調査に先立 

ち、その旨を調査対象となる在校生やその保護者に説明する等の措置を行う。 

    カ 学校が調査を行う場合においては、教育委員会は、情報提供の内容・方法・時 

期などについて必要な指導及び支援を適切に行う。 

②調査結果の報告 

ア 調査結果については、学校は教育委員会に報告し、教育委員会は市長に報告す 

る。 

イ ①の説明結果を踏まえて、いじめを受けた子供又はその保護者が希望する場合 

には、いじめを受けた子供又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、 

調査結果の報告に添えて市長に送付する。 

 

(7)その他の留意事項 

法第２３条第２項においても、いじめの事実の有無の確認を行うための措置を講ずると

され、学校において、いじめの事実の有無の確認のための措置を講じた結果、重大事態で
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あると判断した場合も想定されるが、それのみでは重大事態の全貌の事実関係が明確にさ

れたとは限らず、未だその一部が解明されたにすぎない場合もあり得ることから法第２８

条第１項の「重大事態に係る事実関係を明確にする調査」として、法第２３条第２項で行

った調査資料の再分析や、必要に応じた新たな調査を行うこととする。ただし、法第２３

条第２項による措置にて事実関係の全貌が十分に明確にされたと判断できる場合は、この

限りではない。 

また、事案の重大性を踏まえ、教育委員会の積極的な支援が必要となる場合がある。例

えば、義務教育段階の子供に関して、出席停止の措置の活用や、いじめを受けた子供又は

その保護者が希望する場合には、就学校の指定の変更や区域外就学等の弾力的な対応を検

討する。 

重大事態が発生した場合に、関係のあった子供が深く傷つき、学校全体の子供や保護者

や地域にも不安や動揺が広がったり、時には事実に基づかない風評が流れたりする場合も

ある。教育委員会及び学校は、子供や保護者への心のケアと落ち着いた学校生活を取り戻

すための支援として、いじめに直接かかわった子供だけでなく、身近にいじめがあり、ま

たいじめを止めることができなかったために心身の苦痛を感じてしまう子供や保護者並び

に教職員に、カウンセリング等を行うことができる体制を整備するとともに、予断のない

一貫した情報発信、個人のプライバシーへの配慮に留意する。 

 

２ 調査結果の報告を受けた市長による再調査及び措置 

(1)再調査 

  いじめの重大事態の報告を受けた市長は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重

大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、法第２８条第１項の

規定による調査の結果についての調査（以下「再調査」という。）を行うことができます（浜

松市いじめ問題再調査委員会条例（平成２６年浜松市条例第４１号））。 

 

(2)再調査を行う組織 

法第３０条第２項及び第３１条第２項で規定する「附属機関を設けて調査を行う等の方

法」とは、当該再調査を行うに当たって、専門的な知識又は経験を有する第三者等による

附属機関を設けて行うことを主な方法として念頭に置いたものである。 

「浜松市いじめ問題再調査委員会」は、法第２８条第１項の規定による調査の結果につ

いて、市長の諮問に応じ調査審議する地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づく附

属機関であり、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家であるスクールカウ

ンセラー・スクールソーシャルワーカー等の専門的な知識及び経験を有する者で構成され

ている。委員の選任に当たっては、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の

利害関係を有する者ではない（第三者）について、職能団体や大学、学会からの推薦等に

より参加を図り、当該調査の公立性・中立性を図るように努める。 

再調査についても、教育委員会又は学校等による調査同様、再調査の主体は、いじめを

受けた子供及びその保護者に対して、情報を適切に提供する責任はあるものと認識し、適

時・適切な方法で、調査の進捗状況等及び調査結果を説明する。 
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(3)再調査の結果を踏まえた措置 

市長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、当該調 

査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要な措

置を講ずるものとする。 

「必要な措置」としては、教育委員会においては、指導主事や教育センターの専門家の

派遣による重点的な支援、生徒指導に専任的に取り組む教職員の配置など人的体制の強化、

心理や福祉の専門家であるスクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー、教員・

警察官経験者など外部専門家の追加配置等を考える。市長部局においても、必要な教育予

算の確保や児童福祉や青少年健全育成の観点からの措置を考える。 

また、再調査を行ったとき、市長はその結果を議会に報告する。議会に報告する内容に

ついては、個々の事案の内容に応じ、適切に設定することとし、個人のプライバシーに対

しては必要な配慮を確保する。 
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第４ その他のいじめの防止等のための対策に関する重要事項 

国は、当該基本方針の策定から３年の経過を目途として、法の施行状況等を勘案して、

国の基本方針の見直しを検討し、必要があると認められるときは、その結果に基づいて必

要な措置を講じることとしています。 

したがって、本市においても、３年の経過を目途として又は国の基本方針の見直しを参

酌しながら或いは社会状況の変化等を勘案しながら、「市いじめ防止基本方針」を見直し、

必要があると認められるときは、その結果に基づいて必要な措置を講じます。 
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